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「内部統制報告書の訂正報告書」の提出に関するお知らせ 

 
 当社は、本日公表いたしました「平成 28 年 12 月期有価証券報告書の提出、過年度の有価証券報告書お

よび四半期報告書の訂正、ならびに平成 28 年 12 月期決算短信の提出、過年度の決算短信等の訂正に関す

るお知らせ」に記載のとおり過年度に係る有価証券報告書等の訂正報告書を関東財務局に提出するととも

に、過年度に係る決算短信等の訂正を行い、その内容を開示いたしました。 

 これに伴い金融商品取引法第 24 条の４の５第１項に基づき、「内部統制報告書の訂正報告書」を関東財

務局に提出いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．訂正の対象となる内部統制報告書 

 

 第 95 期（自 平成 26 年１月１日 至 平成 26 年 12 月 31 日） 

 第 96 期（自 平成 27 年 1 月 1 日 至 平成 27 年 12 月 31 日） 

 

２．訂正の内容 

 上記の各内部統制報告書の記載事項のうち、３【評価結果に関する事項】を下記のとおり訂正いたしま

す。訂正箇所は   を付して表示しております。 

 

 （1）第 95 期（自 平成 26 年１月１日 至 平成 26 年 12 月 31 日） 

３【評価結果に関する事項】 

（訂正前） 
上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であ

ると判断しました。 



 

（訂正後） 

 下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、開示す

べき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業年度末日時点において、当社グルー

プの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 

 
記 

 
 当社は、平成 28 年 11 月に当社連結子会社の株式会社ビー・インターナショナル（以下「ビー社」とい

う。）における特定の顧客との取引に関して、取引の対象となる物品の実在性に疑義が生じたため、当社は、

ビー社担当者から事情聴取及び本件顧客訪問等の調査を実施いたしましたが、十分な事実解明には至らな

かったことから、当社は、さらに外部専門家を交えた特別調査委員会を平成 29 年２月に設置し、同委員会

において、外部法律事務所及び専門調査会社の補助を得つつ、本件取引の事実解明のための調査及び本件

取引と同種の取引の有無とその実在性について調査を実施いたしました。 

 調査の結果、特別調査委員会が入手した資料及び情報に基づき、本件取引は対象物品が実在しない資金

循環取引であると判断いたしました。なお、当社及びビー社の役員及び従業員において、本件取引が対象

物品の実在しない取引であることを認識していたと認められる者は見当たらない旨及び本件取引と同種の

取引であると結論付けられる取引は見当たらない旨の報告を平成 29 年４月に特別調査委員会から受けて

おります。 

 これにより、当社は過年度の決算を修正するとともに、平成 26 年 12 月期から平成 27 年 12 月期までの

有価証券報告書、及び平成 26 年 12 月期第１四半期から平成 28 年 12 月期第３四半期までの四半期報告書

について訂正報告書を提出いたしました。 

 本件は、当社及びビー社において、本件取引のような仕入先側当事者と販売先側当事者に実質的な同一

性が存在する類型の介入取引（対象物品を現実に占有することなく行われる売買取引）においては、資金

循環を主目的とした取引に巻き込まれやすいというリスクに対する感度が低く、理解が浅かったため、当

該介入取引について適切なリスク評価が行われなかったことにより、ビー社の買収時の検討やその後の子

会社管理を含む当社による管理と、ビー社における経営管理が有効に機能しなかったことが要因でありま

す。 

当社は、上記の当社及び子会社における全社的な内部統制の運用上の不備が、結果として財務報告に重

要な影響を及ぼすこととなったため、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。 

 なお、上記事実は、当事業年度末日後に確定したため、当該開示すべき重要な不備を当事業年度末日ま

でに是正することができませんでした。 

 当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、今回の財務報告に係る内部統制の重要な不

備を是正するために、特別調査委員会からの提言を踏まえ、以下のとおり再発防止策を講じて内部統制の

整備・運用を強化し、財務報告の信頼性を確保してまいります。 

（1）当社の管理・牽制体制及び当社による子会社の管理・牽制体制の高度化 



（2）管理の実効的な実施（特に与信管理） 

（3）Ｍ＆Ａによる子会社化に関する目的設定・調査・管理 

再発防止策の詳細計画の検討にあたっては、専門家の助言を受けつつ進めてまいります。 

  



 （2）第 96 期（自 平成 27 年 1 月 1 日 至 平成 27 年 12 月 31 日） 

３【評価結果に関する事項】 
（訂正前） 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であ

ると判断しました。 

 

（訂正後） 

 下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、開示す

べき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業年度末日時点において、当社グルー

プの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 

 

記 

 

 当社は、平成 28 年 11 月に当社連結子会社の株式会社ビー・インターナショナル（以下「ビー社」とい

う。）における特定の顧客との取引に関して、取引の対象となる物品の実在性に疑義が生じたため、当社は、

ビー社担当者から事情聴取及び本件顧客訪問等の調査を実施いたしましたが、十分な事実解明には至らな

かったことから、当社は、さらに外部専門家を交えた特別調査委員会を平成 29 年２月に設置し、同委員会

において、外部法律事務所及び専門調査会社の補助を得つつ、本件取引の事実解明のための調査及び本件

取引と同種の取引の有無とその実在性について調査を実施いたしました。 

 調査の結果、特別調査委員会が入手した資料及び情報に基づき、本件取引は対象物品が実在しない資金

循環取引であると判断いたしました。なお、当社及びビー社の役員及び従業員において、本件取引が対象

物品の実在しない取引であることを認識していたと認められる者は見当たらない旨及び本件取引と同種の

取引であると結論付けられる取引は見当たらない旨の報告を平成 29 年４月に特別調査委員会から受けて

おります。 

 これにより、当社は過年度の決算を修正するとともに、平成 26 年 12 月期から平成 27 年 12 月期までの

有価証券報告書、及び平成 26 年 12 月期第１四半期から平成 28 年 12 月期第３四半期までの四半期報告書

について訂正報告書を提出いたしました。 

 本件は、当社及びビー社において、本件取引のような仕入先側当事者と販売先側当事者に実質的な同一

性が存在する類型の介入取引（対象物品を現実に占有することなく行われる売買取引）においては、資金

循環を主目的とした取引に巻き込まれやすいというリスクに対する感度が低く、理解が浅かったため、当

該介入取引について適切なリスク評価が行われなかったことにより、ビー社の買収時の検討やその後の子

会社管理を含む当社による管理と、ビー社における経営管理が有効に機能しなかったことが要因でありま

す。 

当社は、上記の当社及び子会社における全社的な内部統制の運用上の不備が、結果として財務報告に重

要な影響を及ぼすこととなったため、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。 

 なお、上記事実は、当事業年度末日後に確定したため、当該開示すべき重要な不備を当事業年度末日ま



でに是正することができませんでした。 

 当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、今回の財務報告に係る内部統制の重要な不

備を是正するために、特別調査委員会からの提言を踏まえ、以下のとおり再発防止策を講じて内部統制の

整備・運用を強化し、財務報告の信頼性を確保してまいります。 

（1）当社の管理・牽制体制及び当社による子会社の管理・牽制体制の高度化 

（2）管理の実効的な実施（特に与信管理） 

（3）Ｍ＆Ａによる子会社化に関する目的設定・調査・管理 

再発防止策の詳細計画の検討にあたっては、専門家の助言を受けつつ進めてまいります。 

以上 

 


